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1 日本テレビは「日テレ無料 TADA！」，テレビ朝日は「テレ朝キャッチアップ」，東京放送は「TBS 
FREE」，フジテレビは「FOD 見逃し無料」，テレビ東京は「ネットもテレ東キャンペーン」 
2 総務省が野村総合研究所に委託した調査・研究として実施．日本経済新聞，2018 年 9 月 27 日配信
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO35828380X20C18A9000000/（2019 年 1 月 1 日閲覧） 
3 2010 年 12 月 1 日より在京，在阪民放局と電通で「株式会社 radiko」を設立し本格運用を開始．2019
年 1 月 1 日時点で 46 都道府県の 93 局が参加．http://radiko.jp/（2019 年 1 月 1 日閲覧） 






















                                                   
4 2016 年 4 月 14 日に発生した熊本地震の直後，「熊本の動物園からライオンが逃げた」というデマ情報
を Twitter に投稿して，動物園の業務を妨害したとして，神奈川県に住む会社員の男（20）が熊本県警に
逮捕された．災害時にデマを流し業務妨害をしたとして逮捕されるのは，全国で初めて． 
5 稲増一憲（2011）：平野浩，河野勝 編 新版 アクセス 日本政治論．日本経済評論社，東京：123 
2003年3月 ヤフーが動画配信サービスを開始
12月 KDDIがトリプルプレイの「光プラスTV」を開始
2004年7月 NTT 東日本の子会社オンラインティービーが「4th MEDIA」を開始
2005年4月 USEN がパソコンを対象にしたVOD サービス「GyaO」を開始
7月 NHK とフジテレビがVOD サービスを開始
10月 日本テレビがVOD サービス「第2 日テレ」を開始
11月 TBSがVOD サービス「TBS BooBo Box」を開始
表１-１ 「電気通信役務利用放送法」施行に呼応した動き 













 株式会社博報堂 DY メディアパートナーズのメディア環境研究所（2018）のメディア定
点調査（東京地区）9によると，メディア（テレビ，ラジオ，新聞，雑誌，パソコン，スマー
トフォンなど）への総接触時間（1 日あたり・週平均：東京地区）は 6.6 時間で過去最高と
なった．メディア別の接触時間では，テレビが 2.4 時間で最も長く，次いでスマートフォ
ン・携帯電話の 1.7 時間，パソコンの 1.1 時間，タブレット端末の 0.5 時間といったように，
インターネットを利用できるメディアが続いている．日本人の平均睡眠時間を 7.7 時間（総




 そのような中，1 人が 1 台持つという特徴のあるスマートフォンでのインターネット利用









9 株式会社博報堂 DY メディアパートナーズ メディア環境研究所（2018）メディア定点調査 メディア総
接触時間（１日あたり・週平均 2018 年）：東京地区．http://mekanken.com/mediasurveys/ （2018 年 1
月 8 日閲覧） 
10 医療や健康，美容情報をまとめたキュレーションサイト「WELQ（ウェルク）」で，科学的根拠に欠け
る記事や無断転用が次々と発覚した． 

































13 朝日新聞は 1989 年 4 月 20 日付の夕刊で，西表島近海でサンゴに「KY」と傷があったことを写真付き
で報じた．しかし，傷をつけたのは，朝日新聞の記者と判明した． 
14 1994 年 6 月 27 日に長野県松本市で発生したオウム真理教教徒による神経ガスのサリンが散布された
テロ事件で，被害者の河野義行氏への冤罪報道が約 1 年続いた． 
15 堀田龍也（2004）メディアとのつきあい方学習―「情報」と共に生きる子どもたちのために（ジャス
トシステム情報教育シリーズ）．ジャストシステム，徳島：225 

















NIE（Newspaper in Education）と呼ばれる取り組みで学校と連携している．NIE におけ
る新聞読解や新聞づくりは，思考力，判断力，表現力などの育成効果が期待できるとして，
日本新聞協会が全国の小中高校を NIE 実践指定校に認定し，一定期間新聞を提供している．









                                                   




18 Buckingham, D．（2003）Media Education:Literacy，Learning and Contemporary 
Culture．（バッキンガム，D．鈴木みどり（監訳）（2006）メディア・リテラシー教育学びと現代文化．
世界思想社，京都：236 
19 一般社団法人日本新聞協会ウェブサイト．NIE 実践指定校は 2018 年度は 544 校．（2019 年 2 月 10 日
閲覧） 






























                                                   
20 高等学校学習指導要領解説 総則編 2018:1 
21 高等学校学習指導要領解説 公民編 2018:61 
 
表１-2 JAEMSにおける実践研究の対象者の割合 
対象 研究論文 大会発表 合計 割合(%)
小学生 8 33 41 42.3
大学生 8 24 32 33.1
高校生 6 6 6.2
中学生 5 5 5.2
幼稚園児～高校生 1 3 4 4.1
高校生・大学生 2 2 2.1
一般市民 1 1 2 2.0
小学生～高校生 2 2 2.0
専門学校生 1 1 1.0
中学・高校教員 1 1 1.0
幼稚園児～大学生 1 1 1.0
合計 19 78 97 100
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 なお，2017 年度までの 18 年間で民放連のメディア・リテラシーの活動に参加したのは，



























                                                   
22 波多野完治「ラジオの教具的性格」西本三十二 編『放送敎育精説』日本放送教育協会，1925：35 
23 赤堀侃司，舩田眞里子，歌代崇史，荒優，加藤由樹，加藤尚吾（2011）周辺言語がコミュニケーショ
ンに与える効果に関する研究．白鷗大学教育学部論集 5（2）：234 
24 藤木美奈子（2013）好感を持たれるスピーチの要素に関する一考察．桜美林大学 桜美林論考 言語文
化研究 4：66 






























況に光を当てる」という Masterman（1995）の「18 Principles of Media Education（メデ
ィア・リテラシーの 18 の基本原則 199726）」（付録 1）に照らせば，地球温暖化などの影響
                                                   
25 北村順生（2009）ラジオ放送設備を活用した放送リテラシー教育プロジェクト．大学教育研究年報 
14，新潟大学大学大学教育開発研究センター：5 
26 Masterman, L.（1995）“Media Education：Eighteen Basic Principles”，MEDIACY，17（3），








ジオ放送連盟27（AMARC：World Association of Community Radio Broadcasters）は世界





















                                                   




を目的とした組織．http://www.amarc.org/（2019 年 1 月 30 日閲覧） 
28 澤野由紀子（2003）第 10 章発展するメディア・リテラシー教育 グローバルな視点から．国立教育政
策研究所紀要 132：116 
表 1-4 JAEMSにおける実践研究の主な対象メディア 
対象メディア 研究論文 大会発表 合計 割合(%)
映像（PCやネットにおける動画は除く） 13 29 42 42.0
PC、ネット（モバイルでのネットは除く） 6 18 24 24.0
紙（ポスター、紙芝居、イラスト等を含む）、活字 2 10 12 12.0
画像（デジカメも含む） 1 9 10 10.0
モバイル（スマホ、タブレット、携帯電話等） 2 7 9 9.0
音声（ラジオを含む） 0 3 3 3.0
合計 24 76 100 100






























                                                   




31 朝倉徹（2015）メディア論を援用した教育メディア研究の視点．日本教育メディア学会第 22 回年次大
会研究発表集録：21 
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スの責任を負っている Ofcom（Office of Communications 放送通信庁）が，その教育の政
策立案のための研究・調査を担当してきたこと（藤井 2007），カナダでは，ケーブルテレビ














主体となって，6 か月（約 28 時間）かけ，番組の聴取者（受け手）と制作者（送り手）の
間で循環するコミュニケーションやその過程で必要とされる能力（水越 1999）をねらった
複数の活動で構成した．それらの活動を行った上で，取材リポートの制作（番組制作）に取
























「マルチアプローチ型プログラム」は，体験して約 2 年 5 か月を過ぎてもメディア・リテ
ラシーの育成効果が持続していていることが示唆され，その確からしさを確認できた． 
 「第 5 章 『ラジオ局によるワークショップ型メディア・リテラシー育成プログラム』の


























 「第 6 章 結論および今後の課題」では，本研究で得られた成果，今後の課題と展望で構









の 2 割を下回った．これらのことから，第 3 章で開発したプログラムは，体験して約 2 年
5 か月を過ぎてもメディア・リテラシーの育成効果が持続していることが示唆されたといえ
る．第 5 章では，第 3 章で開発したマルチアプローチ型プログラムで，長時間を要したり，
人手の負担が大きかったりするなどして，他のラジオ局が再現困難と考えられる活動につ
いて，内容を再検討した結果，実施期間と時間を約半分の 3 か月，約 13 時間に短縮でき，
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Leavis と彼の弟子の Thompson の著作である．Leavis と Thompson は，『文化と環境―批




落に挑んでいくものとしてのメディアというアプローチである．これは 1930 年代の Leavis
やその指導を受けた Thompson を中心とした文学批評の影響を受け，1960 年代早々までメ
ディア教育の方向性にかなり影響を及ぼしてきたアプローチである33」と示している．また，




                                                   




教育方法学研究 日本教育方法学会紀要 28 日本教育方法学会：203 
34水越伸（2001）メディア・リテラシーの回復．吉見俊哉，水越伸，改訂版 メディア論放送大学教育振
興会，東京：137 




た（Halloran and Jones 1968; Masterman 1980）． 
 Buckingham（2003）が，イギリスにおけるメディア・リテラシー教育の第 2 期とする


























                                                   
35 Buckingham, D．（2003）Media Education:Literacy，Learning and Contemporary Culture．バッ
キンガム，D．鈴木みどり（監訳）（2006）メディア・リテラシー教育学びと現代文化．世界思想社，京
都：14-15 

































 図 2-1 英国のメディア教育の展開と遺産（小柳ほか 2002 p.206） 















ったのに合わせ，2004 年には，UK Film Council（イギリスの映画産業・文化政策振興の








の映画やテレビ等映像作品の表彰を行う権威ある機関 BAFTA（British Academy of Film 










に向けた政策と放送局にみる取り組み〜放送研究と調査．2012 年 4 月号：46-51 
































                                                   
38 McLuhan, Marshall（1964）Understanding media : the extensions of man．マクルーハン．M．栗
原裕, 河本仲聖（訳）（1987）メディア論 : 人間の拡張の諸相．みずず書房，東京：3-4 
39 山内祐平（2005）デジタル社会のリテラシー．岩波書店，東京：44 
表 2-1 オンタリオ州最初の「メディア・リテラシー」カリキュラム（上杉 2008 p109） 
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 取り組みの中心となった Duncan らはメディア・リテラシーの育成の必要性を訴え，1978









   1．メディアはすべて構成されたものである． 
   2．メディアは現実を構成する． 
   3．オーディエンスがメディアから意味を読みとる． 
   4．メディアは商業的意味をもつ． 
   5．メディアはものの考え方（イデオロギー）と価値観を伝えている． 
   6．メディアは社会的・政治的意味をもつ． 
   7．メディアの様式と内容は密接に関連している． 
   8．メディアはそれぞれ独自の芸術様式をもっている． 
    （カナダ・オンタリオ州教育省編 FCT 訳 1992） 
 
 なお，第 7 学年から第 12 学年でしか導入されていなかったメディア・リテラシー教育は









                                                   
40 上杉嘉見（2008）カナダのメディア・リテラシー教育．明石書店，東京：116 


























  台湾でメディア・リテラシーの育成の取り組みが必要とされた背景には，メディアの 
 自由化がある．台湾のマスメディアは政府の管理のもと言論統制されていたが，1987 
 年の戒厳令解除とともに自由化が一気に進んだ．それまで 3 つしかなかったテレビ局 
 は約 20 年で 100 以上に急増し，その中で熾烈な視聴率競争が展開された．各局は視聴 
 率を上げるために犯罪やゴシップネタを過激に描写して放送し社会問題となった．こ 
                                                   




43 郵政省（2000）放送分野における青少年とメディア・リテラシーに関する調査研究会 報告書：13 




   台湾教育部（教育文化政策に関する業務全般を担当する官庁）は，そのような社会環 
  境に対応すべく，2003 年に「媒体素養（メディア・リテラシー）政策白書」を発表し， 
  同時期に小中学校九年一貫教育にメディア・リテラシーの育成を導入する計画も示し 
  た．これを受け，国立台湾政治大学コミュニケーション学院媒体素養研究室は，メディ 
  ア・リテラシー育成の取り組みをどのように展開できるのかを模索し，メディア・リテ 
  ラシーに関する概念の普及，学校現場で実践できる教師の育成，小学校におけるメディ 
  ア・リテラシー育成の試験導入の支援を行い，台湾公共電視台が制作するメディア・リ 
  テラシーの教育番組にも携わった． 
  2003 年当時の政権が変わって以降，政府方針が変わったため，小中学校においては 
 メディア・リテラシーの育成は完全導入されていないが，高等学校では 2011 年より必 
 修化されている．ただ，高等学校のカリキュラムは，マスメディア研究とジャーナリス 
 ト養成の意味合いが強く，メディア・リテラシー育成の本来的な目標からはややそれて 
 いる（呉，陳 2012）． 
  一方，学校を越えた取り組みとしては，台湾公共電視台が，毎週日曜日にメディア・ 
 リテラシー育成の教育番組を 30 分放送した．番組は翌週土曜日の午前中に再放送もさ 
 れ，4 年 5 か月のあいだに全 117 話を放送した．放送した番組は DVD で台湾の全ての 
 小学校と中学校に送り，学校教育に活用された．また，子供とその親を対象に，情報の 
 送り手としてのメディア・リテラシーを身につけることを目的にニュース作品を制作 











                                                   
44 後藤心平（2012）日本におけるメディアリテラシー教育の展望．東北大学修士論文，未公刊：21-38 



















 図 2-2 日本におけるメディア・リテラシー教育の系譜 
（浅井 2015に佐藤 2018 が一部加筆 p.24） 




民のメディア・フォーラム（現 FCT メディア・リテラシー研究所）」は，1977 年に発足し
た．初代所長の鈴木は，カナダのオンタリオ州教育省が出版した「Media Literacy : Resource 






















                                                   
45 FCT メディア・リテラシー研究所ウェブサイト http://www.mlpj.org/（2019 年 2 月 5 日閲覧） 
46 土屋祐子（2009）市民メディアの展開と持続可能なメカニズムの検討．広島経済大学研究論集 32
（3）：104-105 
47 中央教育審議会（1981）生涯教育について（答申）第 3 章 成人するまでの教育 
48 文部省（1992）学制百二十年史 二 情報科への対応 
49 郵政省（2000）情報通信政策局放送政策課 放送分野における青少年とメディア・リテラシーに関する
調査委員会報告書 

























 一方，日本では，1993 年にインターネットの商業利用が始まり，1995 年に日本語版の
「Windows95」が発売された．これにより，インターネットへの接続が容易となって利用




                                                   




図 2-3 メディア・リテラシーの構成要素（郵政省 2000 p.7） 













図書 2017，光村図書 2017），教育実践に取り組みやすくなった．また，平成 20 年公示の学
習指導要領改訂（文部科学省 2008）により，メディア・リテラシーを学べる要素が多く盛
り込まれたため，メディア・リテラシーの授業実践が増えてきている（浅井 2015）．高等学
校では，総合的な学習の時間，情報 A におけるメディア・リテラシーの実践例（小川ら 2002）
が示されたほか，各校種の総合的な学習の時間を含む各教科で育めるメディア・リテラシー




 2000 年以降の放送教育では，NHK がメディア・リテラシーの育成を目的に番組を制作
した．小学校中学年を対象とした「しらべてまとめて伝えよう（2000～2004 年度）」や，小
学校高学年を対象とした「体験メディアの ABC（2001～2004 年度）」「伝える極意（2008
～2012 年度）」「メディアのめ（2012 年度～）」「メディアタイムズ（2017 年度〜）」，中学
校・高等学校対象の「メディアを学ぼう（2005 年度～）」等が放送された52．さらに，総務
省は放送と情報通信を管轄する立場から，「放送分野におけるメディア・リテラシー教材（総




                                                   
51 p.11 を参照のこと． 
52 NHK アーカイブス http://www.nhk.or.jp/archives/（2019 年 2 月 9 日閲覧） 
53 佐藤和紀（2018）小学校教師によるメディア・リテラシーの授業実践の支援に関する研究．東北大学
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 図 2-4 メディア・リテラシーの向上（文部科学省 2002 p.62） 









 民放連のウェブサイトによると55，まず，教材として活用できる 10 分番組「テレビキッ
ズ探偵団～テレビとの上手なつきあい方～」を 5 本制作して 1999 年 11 月から 12 月にか




















                                                   




https://j-ba.or.jp/category/references/jba101049（2019 年 2 月 2 日閲覧） 








摘もある（水越ほか 2010）．また，2017 年度までの 18 年間で民放連のメディア・リテラ


































































表 2-2 民放連のメディア・リテラシー活動参加放送局 




 民放連に 2018 年 3 月までに報告されているラジオ局によるメディア・リテラシー育成を

























































































































































表 2-3 民放ラジオ局によるメディア・リテラシー活動 


















 CBC ラジオ，東海ラジオ放送，エフエム愛知，ZIP-FM が連携した取り組みは，歌手や
お笑い芸人などが関わるラジオ局ならではの内容ではあったが，若者にラジオの魅力を知
ってもらい，言葉によるコミュニケーションを学んでもらうことが目的であった．名古屋を
拠点とした民放のラジオ局は，NHK 名古屋放送局とともに 2011 年度から共同でラジオの
役割を PR するキャンペーンを実施している．本来の目的である子供のメディア・リテラシ




 なお，表 2-3の「※1」は本研究の第 3 章において開発したプログラムで，「※2」は本研
究の第 5 章において開発したプログラムで，いずれもラジオ局の取り組みの課題を克服し
ようと試みた内容になっている． 



































文については，1994 年度から 2014 年度までの 21 年間に日本教育メディア学会の論文誌
「教育メディア研究」に掲載された「特集論文」「研究論文」「論文」「実践研究」「実践報告」
                                                   
57 中橋雄，水越敏行（2003）メディア・リテラシーの構成要素と実践事例分析．日本教育工学会論文
誌，27（suppl．）：44 

































                                                   
58 中橋雄（2015）日本教育工学会におけるメディア・リテラシー研究の蓄積．日本教育工学会第 31 回全
国大会論文集：254 を参考に表を作成 

































と判断し除外した．その結果，抽出された研究論文は 59 件となった．大会発表は，1995 年





出された大会発表は 194 件となった．以上より本研究では，研究論文 59 件と大会発表 194
件の計 253 件が分析対象となった． 
 年度ごとの日本教育工学会（中橋 2015）と日本教育メディア学会における研究論文の件













                                                   
59 内閣府（2000）平成 13 年版青少年白書概要 トピックス「放送分野における青少年とメディア・リテ
ラシーに関する調査研究会の開催」． 
http://www8.cao.go.jp/youth/whitepaper/h13hakusho/topics.html（2019 年 2 月 2 日閲覧） 






























































































































































































































































































図 2-5 JSETと JAEMS におけるメディア・リテラシーに関する研究論文数の推移 
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 研究論文の件数は 2005 年度が最も多く，日本教育メディア学会は 15 件，日本教育工学
会は 2 件で，その後はともに増減があるものの減少傾向で，2010 年度に一度底を打ってい
る．一方，大会発表の件数は，日本教育メディア学会は 2004 年度が最多タイの 19 件，2005
年度も 18 件と多く，日本教育工学会は，2005 年度が最も多く 11 件であったが，その後は
研究論文同様，ともに増減はあるものの減少傾向で，2011 年度は両学会合わせて 8 件とな







稲井 2005）．2006 年度以降後はともに増減があるものの減少傾向で，2010 年度に一度底
を打っている． 
 両学会とも 2010 年度～2011 年度に向かって研究論文と大会発表の合計件数が減少して
いったが，2011 年度～2012 年度に増加に転じている．これは，東日本大震災に伴うメディ
ア報道のあり方，災害時のメディア活用等について注目が集まったことも影響したと考え













                                                   
60 スマートフォンが普及するまで広く使われていた多機能な携帯電話機．NTT ドコモのフィーチャー・
フォンでは，i-mode サービスでメールの送受信やウェブページの閲覧などができる 
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分析対象の 1994 年度以降，2011 年度を除くすべての年で研究論文と大会発表が存在した








































 日本教育メディア学会における 97 件の「実践研究」の対象者を表 1-2(p.13)に示した．







2005，岡部 2008，近藤 2012）． 
                                                   
61 坂元昴（1986）メディアリテラシー，教育対象としてのメディアリテラシーの構造．後藤和彦，坂元










































































図 2-7 JSETと JAEMSにおける研究アプローチの分類 








各「対象メディア」の総数として，97 件の「実践研究」全体から抽出した（p.17 表 1-4）．























                                                   
62 朝倉徹（2015）メディア論を援用した教育メディア研究の視点．日本教育メディア学会第 22 回年次大
会研究発表集録：20 
63 朝倉徹（2015）前掲書：21 
































                                                   
64 鈴木みどり（1997）メディア・リテラシーを学ぶ人のために．世界思想社，京都：8 
65 鈴木みどり（1997）前掲書：ⅱ 

































                                                   
66 水越伸（1999）前掲書：91 
図 2-8 複合的なメディア・リテラシーの構成要素（水越 1999 p.93） 
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関わる番組制作に関連する 6 つの能力を括弧内に太字で示した． 
 




・相手から CM 原稿に必要な情報を引き出させる 































































図 3-1 「他己紹介 CM作り」の活動の様子 
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図 3-3 「発想力を豊かにしよう」の活動の様子 
図 3-2 「日英高校生交流番組の出演」の様子 





 開発したプログラムは，民放連メディア・リテラシー活動事業に採択された X 県のラジ










 対象となったのは Z 市内の A 高等学校の 1 年生 1 人（A1），2 年生 3 人（A2，A3，A4），
B 高等学校の 2 年生 1 人（B1），3 年生 1 人（B2），C 高等学校の 2 年生 4 人（C1，C2，









 プログラムは 2013年 7月から 12月にかけて実施した．活動日の詳細は表 3-1に示した．
取材リポートを放送した番組は 11 月 24 日（日）午後 7 時から，55 分間放送した． 
 



















































































































































                                                   
68 森は，質的分析の方法の一つとして，コーディングマニュアルを作成し，それに基づいた分類を複数で
行うことで妥当性を担保し，複数名間での一致率を報告するとしている．本研究でコーディングマニュア
ルにあたるのは，評価規準と評価基準表である．森玲奈（2012）第 6 章 質的調査法 清水康敬，中山実，
向後千春 編著，教育工学選書 教育工学研究の方法．ミネルヴァ書房，京都：109 
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 評価可能な高校生の記述・発話は合計 53 箇所で，その中で，「ねらった能力に気づいたと
みられる」と評価できたのは 37 箇所，「ねらった能力を獲得したとみられる」と評価できた
のは 6 箇所あった．評価対象の記述・発話が全くなかった高校生 A4 を除いた 11 人のうち，
得点の平均が 1.0（満点は 2.0）を超えたのは 8 人となり，実施したプログラムにおいて，















表 3-4 各高校生の得点 
活動 A1 A2 A3 A4 B1 B2 C1 C2 C3 C4 D1 D2
①-1 ― ― ― ― ― ― 1 ― ― ― ― ―
①-2 1 1 ― ― ― ― ― 1 ― 1 ― ―
①-3 ― ― ― ― ― ― ― 0 ― 1 ― ―
①-4 ― ― ― ― ― ― 1 1 ― 1 1 ―
②-1 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―
③-1 ― ― ― ― ― 1 ― ― ― ― ― ―
③-2 ― ― ― ― ― 1 ― ― ― ― ― ―
⑤ 1 0 ― ― ― 1 2 ― ― ― ― ―
⑥ ― ― ― ― ― ― 1 ― ― ― ― ―
⑦ 1 0 1 ― ― 0 1 1 1 1 ― ―
⑨ ― 1 1 ― 2 2 2 2 1 1 1 1
総得点 5 4 3 ― 2 6 10 7 3 5 2 2
平均得点 1.0 0.6 0.8 ― 2.0 0.9 1.3 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
1― 1 1 1 ― ―
― ― ― ―
⑧ 1 1 0 ― ―
―
④ ― 0 ― ― ― 0 ― ―
1 2 1 ― ― ―②-2 1 1 1 ― ―





















































 ⑨の活動では，約 80%（10 名）の高校生が，活動全体，また自分や他者の取材リポート
を客観視し批評するための，受け手として必要とされる批判的思考の必要性に気づいたコ



















































第 4章 「ラジオ局によるマルチアプローチ型メディア・リテラシー育成プロ 
    グラム」に参加した高校生の追跡調査 
 
 本章では，第 3 章で開発し，ラジオ局で実施したマルチアプローチ型プログラムの効果
の持続性を明らかにするため，プログラムを体験した者（実験群）と体験していない者（統

























 2013 年の 7 月から 12 月にかけて X 県のラジオ局 Y で行ったプログラムを体験した当時




の高校生（実験群）12 人のうち，11 人（E1～11）が調査への協力に同意した．11 人の平
均年齢（標準偏差）は 19.0（0.41）歳で，質問紙と半構造化インタビューによる調査は 2016
年 5 月 4 日から 7 日にかけて行った（プログラム実施から約 2 年 5 か月）．11 人のうち 8
人は大学生，1 人は専門学校生，2 人はアルバイトである．プログラムを体験していない者
（統制群）は，無作為に選んだ X 県の A 大学の 8 人，B 大学の 3 人の合計 11 人（C1～11）
で，調査への同意を得て協力してもらった．平均年齢（標準偏差）は 19.6（1.65）歳である．











メディアに対する批判的思考傾向性尺度」（質問は 6 項目）と「主体的態度尺度」（質問は 5
項目）を用いた．尺度の質問項目は表 4-1に示した．両尺度とも 5 件法で，両尺度の合計点

























































験群が統制群を 0.1 上回った．また，「主体的態度尺度」の平均点は，実験群が統制群を 0.6




70 佐藤郁哉（2008）質的データ分析法 原理・方法・実践．新曜社，東京：104-109 






















































主体的態度尺度 3.6 3.8 4.2 4.4 3.8 3.6 3.8 3.4 3.8 4.4 4.0 3.9
マス・メディアに関する





























主体的態度尺度 2.6 3.0 3.6 3.4 3.4 2.6 3.0 3.4 3.2 4.0 3.6 3.3
マス・メディアに関する
批判的思考傾向性尺度 3.8 4.2 3.3 4.2 4.3 4.0 4.3 3.8 4.3 4.0 3.3 4.0
図 4-1実験群と統制群の平均点の比較 
表 4-2 メディア・リテラシー尺度の得点結果 




 実験群の質問紙調査「マスメディアに関する批判的思考傾向性尺度」の最高得点者 E6 は，
第 3 章で開発したマルチアプローチ型プログラムにおけるメディア・リテラシーの気づき，
獲得の最高平均得点者（B1）であった．実験群の質問紙調査「マスメディアに関する批判
的思考傾向性尺度」と「主体的態度尺度」の合計得点が 2 番目に高かった E3 は，第 3 章で
開発したマルチアプローチ型プログラムにおけるメディア・リテラシーの気づき，獲得の平
均得点で 2 番目に高かった（C1）．これら 2 者については，マルチアプローチ型プログラム
の育成効果が持続している考えることができる．しかし，そのほかに得点から育成効果の持
続が予想できる者はいなかった．これは，マルチアプローチ型プログラムのメディア・リテ


















 一方，統制群では，11 人中 9 人がいずれかのカテゴリーにコーディングできる発言をし，















































































































































































いると考察できる内容は，被験者全体の 2 割を下回った． 
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表 5-1 マルチアプローチ型プログラムと本章で開発したプログラム 



















































































































































表 5-2 2つのプログラムにおけるラジオ局の負担 

































収集」「整理（分析）」「表現（情報発信）」の観点でラジオ DJ 歴 20 年の講師に他己紹介の





プローチ型プログラムの「他己紹介」と比べると，3 分の 2 の時間で 2 回体験することがで
き，人手はマルチアプローチ型プログラムの 5 人（指導 3 人，事務兼記録 1 人，音響 1 人）


























（1）「情報収集」「整理（分析）」「表現（情報発信）」の観点で経験 20 年のラジオ DJ に評








（4）取材における収録機材，BGM を選ぶための CD ライブラリー，リポートを編集する
ための機材，リポートを放送する番組を収録するためのスタジオを使っての活動 
（5）制作した取材リポートを紹介する番組に出演し 3 県の民放 AM，FM ラジオ局，NHK
で放送 
 










より，プログラムを 1 回実施する上での負担は，マルチアプローチ型プログラムの 6 か月





 開発したプログラムの協力者は，A 県，B 県，C 県の民放ラジオ局 6 社（1 県あたり 2 社）
の放送とウェブサイトで高校生を対象に公募し，各県 6 人，合計 18 人（A～R）が参加して
（高校 1 年生 15 人，高校 2 年生 3 人）実施した．開発したプログラムのうち，表 5-1右①
～④は，A 県が 2016 年 8 月 1 日，B 県は 8 月 27 日，C 県は 9 月 19 日に行い，⑤は 8 月
から 9 月にかけて，3 人 1 グループになり，それぞれで 2 回，または 3 回行った．また，⑥








 開発したプログラムは，①他己紹介 1 回目（20 分），②メディアの特性をテーマにしたワ
ークショップ（80 分），③他己紹介 2 回目（20 分），④「地域の食」をテーマに取材企画・
構成を考えるワークショップ（150 分），⑤取材・編集（420 分），⑥番組出演・放送された
















図 5-1 A県の活動の様子 
憲 

































図 5-3 C県の活動の様子 
図 5-2 B県の活動の様子 






 参加した高校生が学びや気づきを記述するために市販のものを使用した（1 人 1 冊） 
（2）音声と映像の素材 
 活動②「メディアの特性」のワークショップで議論するためにラジオ局が用意した CM 
 SE（効果音）の音声素材，NHK「メディアのめ」の映像素材を使用した 
（3）ストップウォッチ 
 活動①，③「他己紹介」の時間を計るためにラジオ局のものを使用した（1 グループに 1
つ） 
（4）パソコン・タブレット 





























は，プログラムの体験前，体験中（表 5-1 右の④の後），体験後の 3 回行った． 




















に関する研究歴 14 年の大学教員とメディア・リテラシーの育成に関する研究歴 8 年の大学
院生の 2 者により演繹的アプローチで定性的コーディングをした（佐藤 2008）71． 
 なお，定性的コーディングについては，ケンドールの一致度検定を行った結果，W=0.851
                                                   
71 佐藤郁哉（2008）前掲書：104-109 
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であった．2 者で一致しなかった記述・発話については協議し，表 5-4に示した内容とした． 
 
5.4. 結果 







紹介」では 60 分で 1 回の体験だったが，A 県，B 県，C 県とも 40 分で 2 回体験でき，人
手はマルチアプローチ型プログラムの 5 人（指導 3 人，事務兼記録 1 人，音響 1 人）に対





た活動（表 5-1左の②③④⑤⑦）は，取り入れなかった．これにより，プログラムを 1 回実
施する上での負担は，マルチアプローチ型プログラムの 6 か月で約 28 時間，延べ 38 人を，
3 か月で約 13 時間，延べ 13 人とすることができた（表 5-2右）． 
 
5.4.2. 質問紙調査 
 質問紙調査の結果を表 5-3に示した．向上あるいは変容がみられた箇所を網掛けにした． 
 「主体的態度尺度」の平均点（標準偏差）は，体験前 3.71（0.40），体験中 3.86（0.32），
体験後 3.87（0.46）であった．体験前より体験中の得点が向上したのは 18 人中 9 人（C，
E，H，J，M，N，P，Q，R）で，全体の 50%であったが，体験後では体験前より得点が向
上したのは 10 人（A，B，C，H，J，L，M，N，P，Q）で，全体の約 56%であった．な
お，体験前から体験後で得点が向上しなかった 8 人のうち 5 人（DEGKO）は体験前で 4.0
点以上（5 点満点）であった． 
 









体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後
主体的態度尺度 3.6 3.4 5.0 3.8 3.6 4.0 3.8 4.4 4.0
メディア特性の理解 速報性 テレビ テレビ ネット テレビ テレビ ネット
テレビ・
ネット ネット ネット
信頼性 テレビ テレビ 新聞 本 テレビ テレビ 本 本 本
嗜好性 本 本 ネット テレビ テレビ 本 テレビ テレビ テレビ
簡便性 テレビ ネット ネット ネット テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ
メディアに対する批判的思考 傾向性 web情報 2.7 2.3 3.3 2.3 2.5 2.3 2.3 3.7 3.3
マス・メディア 4.5 4.8 4.3 4.7 5.0 5.0 5.0 4.4 5.0
体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後
主体的態度尺度 4.2 4.0 4.0 4.2 4.4 4.0 3.8 3.8 3.0
メディア特性の理解 速報性 ネット ネット テレビ 新聞 ネット 新聞 ネット ネット ネット
信頼性 テレビ 新聞 テレビ 新聞 新聞 新聞 本 新聞 テレビ
嗜好性 ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット
簡便性 ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット
メディアに対する批判的思考 傾向性 web情報 3.0 2.8 2.7 2.3 2.5 2.3 2.3 2.8 3.0
マス・メディア 4.7 4.0 5.0 4.3 4.4 3.7 4.2 3.8 4.2
体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後
主体的態度尺度 4.4 4.2 3.4 3.4 4.0 4.6 3.6 3.6 3.6
メディア特性の理解 速報性 テレビ ネット ネット テレビ テレビ ネット ネット ネット ネット
信頼性 テレビ ネット
新聞・
ネット 新聞 新聞 新聞 本 本 本
嗜好性 ネット テレビ ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット
簡便性 ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット
メディアに対する批判的思考 傾向性 web情報 2.3 1.8 2.8 3.0 2.5 3.2 2.7 2.5 2.8
マス・メディア 4.3 4.5 4.2 4.0 4.7 4.0 4.2 4.2 3.7
体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後
主体的態度尺度 3.8 4.0 4.2 4.2 4.0 4.0 3.8 3.8 4.0
メディア特性の理解 速報性 テレビ テレビ 新聞 ネット
新聞・
ネット ネット ネット 新聞 新聞
信頼性 新聞 新聞 新聞 テレビ 新聞 ネット 新聞 新聞 新聞
嗜好性 ネット テレビ ネット 本 テレビ ネット テレビ テレビ テレビ
簡便性 テレビ テレビ ネット ネット ネット ネット テレビ
テレビ・
ネット テレビ
メディアに対する批判的思考 傾向性 web情報 3.0 2.8 2.8 3.3 3.5 3.3 2.3 1.7 1.7
マス・メディア 4.7 4.8 4.2 4.3 3.8 4.2 4.5 4.5 4.3
体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後
主体的態度尺度 3.2 3.4 3.6 2.8 3.2 3.6 4.0 4.0 3.4
メディア特性の理解 速報性 テレビ ネット ネット 新聞 テレビ テレビ テレビ ネット テレビ
信頼性 新聞 新聞 新聞 本 本 本 新聞
新聞・本
・テレビ 新聞
嗜好性 テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ
簡便性 テレビ テレビ ネット テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ
メディアに対する批判的思考 傾向性 web情報 2.3 2.0 2.2 1.7 1.3 2.0 2.3 2.3 2.2
マス・メディア 4.8 4.7 4.5 4.7 4.5 4.7 4.8 4.8 4.7
体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後 体験前 体験中 体験後
主体的態度尺度 3.2 3.8 4.0 3.4 3.8 4.4 3.6 4.2 3.4
メディア特性の理解 速報性 テレビ ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット ネット
信頼性 新聞 新聞 本 本 新聞 本 新聞 本 本
嗜好性 テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ テレビ ネット ネット ネット
簡便性 テレビ テレビ テレビ ネット ネット ネット ネット ネット ネット
メディアに対する批判的思考 傾向性 web情報 2.5 3.0 2.5 2.7 2.8 3.0 3.2 3.2 3.5
マス・メディア 4.2 4.5 4.7 4.5 4.7 4.8 5.0 4.8 5.0
 A県高校生A〜C 高校生A 高校生B 高校生C
 A県高校生D〜F 高校生D 高校生E 高校生F
 B県高校生G〜I 高校生G 高校生H 高校生I
 B県高校生J〜L 高校生J 高校生K 高校生L
 C県高校生M〜O 高校生M 高校生N 高校生O
 C県高校生P〜R 高校生P 高校生Q 高校生R
表 5-3 質問紙調査の結果 
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 「メディア特性の理解」の「速報性」では，体験前にテレビを選択したのは 18 人中 9 人
（A，B，C，G，H，J，M，O，P）で，全体の 50%と最も多かったが，体験中にネットを
選択したのが 12 人（C，D，E，F，G，I，K，M，O，P，Q，R）で，全体の約 67%と最
も多くなり，体験後でも全体の約 67%がネットを選択した．「信頼性」では，体験前に本と
新聞を選択したのは 18 人中 14 人（B，C，E，F，H，I，J，L，M，N，O，P，Q，R）
で，全体の約 78%で，体験後に新聞や本へ変容したのは 18 人中 2 人（A，G）で，全体の
約 11％であった．「嗜好性」では，体験前から体験後まで全てテレビを選択した人は 18 人
中 7 人（C，L，M，N，O，P，Q）で全体の約 39%と最も割合が多く，体験前から体験後
まで全てネットを選択した人は 18 人中 6 人（D，E，F，H，I，R）で全体の約 33%と 2 番
目に割合が多かった．「簡便性」では，体験前から体験後までネットを選んだ全体の 50%に
あたる 9 人（D，E，F，G，H、I，K，Q，R）を除くと，体験前にテレビを選択していて
体験後にネットを選択した人は 9 人中 3 人（A，J，M）で，全体の約 33%であった． 
 メディアに対する批判的思考の「Web 情報に対する傾向性尺度」の平均点(標準偏差)は体
験前 2.57(0.38)，体験中 2.56(0.57)，体験後 2.72(0.49)であった(4 点満点)．体験前より体験
中の得点が向上した人は 18 人中 7 人（B，C，E，F，K，P，Q）で，全体の約 39%であっ
たが，体験後では体験前より得点が向上したには 18 人中 9 人（A，C，F，G，H，I，N，
Q，R）で，全体の 50%であった． 
 メディアに対する批判的思考の「マスメディアに対する傾向性尺度」の平均点（標準偏差）
は体験前 4.52（0.28），体験中 4.57（0.33），体験後 4.48（0.41）であった（5 点満点）．体
験前に満点だった 2 人（CR）を除くと，体験中に得点が向上したのは 16 人中 8 人（A，B，
E，G，H，J，P，Q）で，全体の 50%，体験後では体験前より得点が向上したのは 16 人中







究歴 14 年の大学教員とメディア・リテラシーの育成に関する研究歴 8 年の大学院生の 2 者
により演繹的アプローチで定性的コーディングをした．「情報収集」「整理（分析）」「表現（情
報発信）」は，とりわけ一つの活動（他己紹介）についての一連の流れを記述，発話してい




























































































































































表 5-4 コーディングの結果 































 「主体的態度尺度」の平均点（標準偏差）は体験前 3.71（0.40），体験中 3.86（0.32），体
験後 3.87（0.46）であった．体験前より体験中の得点が向上したのは 18 人中 9 人で，全体
の 50%であったが，体験後では体験前より得点が向上したのは 10 人で，全体の約 56%で
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体験前から体験後で得点が向上しなかった 8 人のうち 5 人が，体験前で 4.0 点以上（5 点満
点）と高かったことが影響したと考えられ，使用したメディア・リテラシー尺度の限界とも
いえる． 
 「メディア特性の理解」の「速報性」は，体験前にテレビを選択したのは 18 人中 9 人で，




もある．「信頼性」は，体験前に本と新聞を選択したのは 14 人で，全体の約 78%と高かっ
たため，体験後に新聞や本へ変容したのは 2 人で，全体の約 11%と低かったとみられる．
「嗜好性」は，ほかの項目への影響があるかを検討したが，関連性はみられなかった．「簡





は体験前 2.57（0.38），体験中 2.56（0.57），体験後 2.72（0.49）であった（4 点満点）．体
験前より体験中の得点が向上したのは 18 人中 7 人で，全体の約 39%であったが，体験後で






は体験前 4.52（0.28），体験中 4.57（0.33），体験後 4.48（0.41）であった（5 点満点）．体
験前で 4.0~4.4 点が 7 人，4.5~5.0 点が 11 人と高く，天井効果に近い得点となった．その
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ため，体験前に満点だった 2人を除くと，体験中に得点が向上したのは 8人で，全体の 50%，






 「情報収集・整理・表現」に関する気づきや学びがあったのは 18 人中 16 人（全体の約





B：１回目の他己紹介では，相手から聞いたこと全てを伝えてたが，2 回目は，1 つのこと 
  を深く聞き，それを詳しく伝えることができた． 
C：他己紹介の 1 回目では，相手の情報を連ねていっただけでしたが，2 回目では，自分が 
  伝えたいことを（選んで）伝えることができた． 
H：他己紹介では，2 回やったことで、より理解することができた． 
I：限られた時間で人を紹介する時は，話が広がりすぎない（印象的な話をする場合は）よ 
  うにすることが大事だ．言葉足らずにならないように、誰が聞いてもわかるような話し 
  方をするよう気をつけたいと思った． 
J：1 回目の他己紹介では時間内（1 分）にまとめることができず，グダグダになってしま 
  ったが，2 回目は 1 回目より良いものになった． 
K：他己紹介では，1 回目より 2 回目のほうが，内容にインパクトが出るように気をつけた 
  い． 
L：他己紹介では，言いたいことがありすぎて，うまくまとめられなかったが，とても良い 
  経験になった． 
N：他己紹介では，1 回目は相手が答えたことをただただ紹介するだけになってしまったが， 
  2 回目ではうまくできた気がした． 
O：他己紹介は 1 回目は相手の上辺だけの簡単な情報しか伝えられなかったが，反省を踏ま 
  えて，2 回目は深く、また，面白く伝えられた． 
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P：他己紹介は 2 回とも上手くできなかったけど，ほかの人のを見て学べるところが多かっ 
  た． 
Q：他己紹介では，1 回目より 2 回目のほうが相手の話を踏み込んで聞くことができた． 
R：他己紹介では，その人の何を伝えたいのかを絞り，沢山の情報の中から（伝えたいこと 
  を）取捨選択することで，伝えるべきことが明確になるのだとわかりました． 
 
 










F：A 県は 2 つのグループが同じものを取材で取り上げましたが，視点が異なり，別な発見 










  できた．BGM によって印象を明るくも暗くもできることがわかった． 
N：（他のリポートは）場面ごとに声の感じを変えたりしていた．BGM の大切さも知った． 
O：「編集」を知ったことで，今後，番組の見方が変わるかなあと感じた． 




  とを大切にするといいんだなぁ～という，新たな視点を持つことができました．伝え方 




 「メディア特性の理解」に関する気づきや学びがあったのは 18 人中 13 人で全体の約 72%






  を音声で発信しないといけないことが難しいと思った． 
H：メディアは 1 つの映像や音を変えるだけで印象が変わってしまうことがわかった． 
I：ラジオがなくなったら，緊急時（電気が使えなくなった時など）の情報発信，受信がで 
  きなくなり，不便になる． 
J：（音声だけなので）風景が目に浮かぶような番組を作りたいと思った． 
K：音声メディアでは，聴いている人が，紹介しているものの情景や色などが目に浮かぶよ 
  うに表現しなければいけない． 
M：音声メディアでは，屋外での音（自然の音や雑踏の音など）を使うことで，その時の臨 
  場感，雰囲気を出すこともできるということを学んだ． 
N：ラジオは映像がないので，よりわかりやすく情報を伝える工夫が必要だ． 
Q：ラジオはいかに音だけで聴く人の想像力をかきたてられるか，工夫が必要だ．効果音を 
























負担が大きかったりするなどした活動は取り入れず，地域の AM，FM ラジオ局，NHK が
連携して実施したところ，マルチアプローチ型プログラムの約半分の，期間 3 か月，時間約
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生を対象に実施して，その効果を調査した．この結果と考察は第 3 章に該当する． 
 
 2 つ目は，第 3 章で開発し，実施したメディア・リテラシーを育成するためのプログラム
の効果の持続性を明らかにするため，プログラムを体験した者（実験群）と体験していない
者（統制群）を対象に調査を行った．この結果と考察は第 4 章に該当する． 
 

































容は全体の 2 割を下回った． 







 第 5 章では，第 3 章で開発したマルチアプローチ型の育成プログラムで長時間を要した
り人手の負担が大きかったりするなどして，他のラジオ局が再現困難と考えられる活動に



















用性を高めていく必要がある．全国にラジオ局は民放が 131（民放連 2018），NHK が 54






 ラジオ局の DJ が，高校生の発表内容を「情報収集」「整理（分析）」「表現（情報発信）」
の観点で評価に関わるが，DJ を高等学校に派遣できれば，ラジオ局内でなくても行うこと
ができる．「他己紹介」は育成効果が高いわりに短時間で実施でき，高等学校における一般
的な 1 回の授業時間（50 分）で，1 人の発表時間を 1 分，評価時間を 1 分とすれば，20 人












































放連 2018），NHK が 54（NHK 2018），凡そ市町村単位をエリアとするコミュニティ FM
ラジオ局が 322（日本コミュニティ放送協会 2018）と，各地で学校教育の身近にあり，メ
ディア・リテラシーの育成への取り組みで連携可能な環境にある． 
































                                                   
72 民放連（2013）民放ラジオ全 100 局でラジオの価値を社会に訴求する“ラジオ再価値化プロジェク
ト”の開始についてについての報道発表，https://www.j-ba.or.jp/category/topics/jba101209（2013 年 4
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付録 1  Masterman, L.（1995）“Media Education：Eighteen Basic Principles” 
1．Media Education is a serious and significant endeavour. At stake in it is the empowerment of majorities  
  and the strengthening of society's democratic structures.  
2．The central unifying concept of Media Education is that of representation. The media mediate. They do  
  not reflect reality but re-present it. The media, that is, are symbolic or sign systems. Without this principle  
  no media education is possible. From it, all else flows.  
3．Media Education is a lifelong process. High student motivation, therefore, must become a primary objective. 
4．Media Education aims to foster not simply critical intelligence, but critical autonomy.  
5．Media Education is investigative. It does not seek to impose specific cultural values.  
6．Media Education is topical and opportunistic. It seeks to illuminate the life-situations of the learners. In  
  doing so it may place the "here-and-now" in the context of wider historic and ideological issues.  
7．Media Education's key concepts are analytical tools rather than an alternative content.  
8．Content, in Media Education, is a means to an end. That end is the development of transferable analytical  
  tools rather than an alternative content.  
9．The effectiveness of Media Education can be evaluated by just two criteria: 
  1) the ability of students to apply their critical thinking to new situations, and 
  2) the amount of commitment and motivation displayed by students.  
10．Ideally, evaluation in Media Education means student self-evaluation, both formative and summative.  
11．Media Education attempts to change the relationship between teacher and taught by offering both objects  
  for reflection and dialogue.  
12．Media Education carries out its investigations via dialogue rather than discussion.  
13．Media Education is essentially active and participatory, fostering the development of more open and  
  democratic pedagogies. It encourages students to take more responsibility for and control over their own   
  learning, to engage in joint planning of the syllabus, and to take longer- term perspectives on their own  
  learning. In short, Media Education is as much about new ways of working as it is about the introduction   
  of a new subject area.  
14．Media Education involves collaborative learning. It is group focused. It assumes that individual learning  
  is enhanced not through competition but through access to the insights and resources of the whole group.  
15．Media Education consists of both practical criticism and critical practice. It affirms the primacy of cultural  
  criticism over cultural reproduction.  
16．Media Education is a holistic process. Ideally it means forging relationships with parents, media  
  professionals and teacher-colleagues.  
17．Media Education is committed to the principle of continuous change. It must develop in tandem with a  
  continuously changing reality.  
18．Underpinning Media Education is a distinctive epistemology. Existing knowledge is not simply   
  transmitted by teachers or 'discovered" by students. It is not an end but a beginning. It is the subject of  
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